
コロナ禍での消費拡大対策の強化に関する意見書 

 

昨年 10 月以降、新型コロナウイルスの感染者数が減少傾向で推移してい

たことにより、各種イベント事業の入場者数の制限緩和や飲食業など外食産

業の時短営業の解除など経済活動が活発化し、農畜産物需要の回復、消費拡

大に大きな期待が寄せられていた。しかし、南アフリカでの変異株の初確認

から、急速に欧州や米国などで感染が拡大し、日本も１月に入りこれまでの

増加スピードを大幅に上回る感染者数が確認されている。これにより、出入

国規制や移動自粛など感染対策が強化され、再びインバウンド需要の低迷や

飲食店の利用者の減少などを引き起こし、先の見えないコロナ禍によって地

域経済への打撃を深刻化させている。 

また、農業においては、昨年の農作物の作柄が全般的に豊作基調となった

ものの、長引くコロナ禍の影響から大幅な在庫を抱える状況に陥っており、

米をはじめ、乳製品、砂糖など在庫解消に向けた更なる需要喚起と消費拡大

対策が急務となっている。 

なかでも、米においては、人口減での消費減少とコロナ禍による中食・外

食産業の大幅な消費減少に加え、2021 年産米が主産地で豊作となったことか

ら滞留在庫が深刻化し、価格の低下から農家経済にも大きな影響を与えてい

る。 

このため、農業者が本年も安心して営農を継続できるよう、長引くコロナ

禍に係る農畜産物の消費拡大対策等を強化するよう要望する。 

 

記 

 

１ 新型コロナウイルスの変異株の急速な感染拡大により、収束の先行き不

安から一層の観光事業の低迷、飲食業の利用客の落ち込みが長期化する懸

念があり、今後も地域経済への影響が危惧されることから、米や乳製品、

砂糖などの農畜産物の需要喚起と消費拡大対策を強化するとともに、地域

経済を活性化する対策など地方自治体への対策関連予算を十分に措置す

ること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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